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報 告 の 概 要  

1報告の目的   

福祉行政報告例は、社会福祉関係諸法規の施行に伴う各都道府県、指定都市及び中核  

市における行政の実態を数量的に把握して、国及び地方公共団体の社会福祉行政運営の  

ための基礎資料を得ることを目的とした。  

2 報告の対象   

都道府県、指定都市及び中核市を対象とした。  

3 報告の種類及び時期   

月報（9表）及び年度報（50表）とした。   

月 報 （国への提出期限：翌月末）   

年度報 （国への提出期限：翌年度4月末、ただし、一部のものについては当該年度  

4月末・10月末・11月末）  

4報告事項   

生活保護関係、身体障害者福祉関係、特別児童扶養手当関係、知的障害者福祉関係、老  

人福祉関係、婦人保護関係、民生委員関係、社会福祉法人関係、児童福祉関係、母子保健   

関係、児童扶養手当関係、戦傷病者特別援護関係  

5 報告の方法及び系統  

（1）企画は厚生労働省大臣官房統計情報部が省内各部局の協力を得て行った。  

（2）都道府県、指定都市及び中核市は、所定の報告事項について定められた期限までに厚   

生労働省大臣官房統計情報部に提出する。  

福祉事務所  

児童相談所  

市町村 等  

6 利用上の注意  

（1）表章記号の規約  

計数のない場合  

減少数（率）の場合  △  

（2）施設数については活動中の施設について集計した。  

（3）この概要に掲載の数値は四捨五入してあるので、内訳の合計が総数にあわない場   

合もある。   



結 果 の 概 要  

1生活保護関係   

（1）被保護世帯数  

平成18年度の1か月平均の「被保護世帯数」は1，075，820世帯で、前年度に比べ34，312   

世帯（前年度比3．3％）増加した。  

被保護世帯数を世帯類型別にみると、「高齢者世帯」が473，838世帯（前年度比4．8％増）   

と最も多く、次いで「障害者世帯・傷病者世帯」で397，357世帯（同1．粥増）となってい   

る。（図1、表1）  
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注：総数には保護停止中の世帯も含む。  

表1世帯類型別被保護世帯数の年次推移（1か月平均）  

対前年度  
平成14年度  15年度  16年度  17年度  18年度          増減数  増減率（％）   

870931  941270  998887  1041508  1075820  34312   3．3  

帯  402835  435804  465680  451962  473838  21876   4．8  

帯   319301  336772  349844  389818  397357  7539   1．9  

75097  82216  87478  90531  92609  2078   2．3  

世  72403  84941  94148  107259  109847  2588   2．4   

総 数   

高齢者世  

障害者世   

母子世帯  

その他の  

注：総数には保護停止中の世帯も含む。  

2   



（2）被保護実人員及び保護率  

平成18年度の1か月平均の「被保護実人員」は1，513，892人で、前年度と比べ38，054   

人（前年度比2．6％）増加している。  

保護の種類別に扶助人員をみると、「生活扶助」が1，354，242人と最も多く、次いで「住   

宅扶助」1，233，105人となっている。  

また、保護率（人口千対）は11．8（％d となっている。（図2、表2）  

図2 被保護実人員・保護の種類別扶助人員（1か月平均）  

55  60  2  7  12  17  
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注：「その他の扶助」は、「教育扶助」イ出産扶助」イ生業扶助」・「葬祭扶助」の合計である。  

表2 被保護実人員・保護の種類別扶助人員及び保護率の年次推移（1か月平均）  

対前年度  
平成14年度  15年度  16年度  17年度  18年度          増減数  増減率（％）   

被保護実人員   1242723  1344327  1423388  1475838  1513892  38054   2．6   

保護率（人口干対）（％0）   9．8   10．5   11．1   11．6   11．8   

生活扶助   1105499  1201836  1273502  1320413  1354242  33829   2．6   

医療扶助   1002886  1082648  1154521  1207814  1226233  18419   1．5   

住宅扶助   975486  1069135  1143310  1194020  1233105  39085   3．3   

介護扶助  105964  127164  147239  164093  172214   8121   4．9  

（再掲）   

施設介護  22679  26640  29213  31875  34437   2562   8．0   

介護老人福祉施設   8043  10216  12158  13981  15498   1517   10．9   

介護老人保健施設   8010   9226   99（∋7  10936  12462   1526   14．0   

介護療養型医療施設   6627   7198   7088   6958   6477  △ 481  △  6．9   

居宅介護   83285  100524  118027  132218  127964  △4254  △  3．2   

その他の扶助   116848  127121  135272  167264  172994   5730   3．4   

注：「その他の扶助」l£「教育扶助」・「出産扶助」・「生業扶助」・「葬祭扶助」の合計である。   



（3）保護開始・廃止の主な理由  

平成18年9月中の保護開始の主な理由を構成割合でみると、「傷病による」が43．0％と   

最も多く、次いで「働きによる収入の減少・喪失」が18．3％、「貯金等の減少・喪失」が   

16．5％となっている（図3）。  

また、平成18年9月中の保護廃止の主な理由を構成割合でみると、「死亡」が25．1％、   

次いで「失そう」が15．3％、「傷病治癒」が15．0％となっている（図4）。  

図3 保護開始の主な理由別世帯数の構成割合  
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図4 保護廃止の主な理由別世帯数の構成割合  
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注：平成14年の「その他」の中には「急迫保護で医療扶助単給」を理由として保護開始した世帯が含まれている。  
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2 身体障害者福祉関係  

平成18年度末現在の身体障害者手帳交付台帳登載数は4，895，410人で、前年度に比べ   

100，377人（前年度比2．1％）増加している（表3）。  

表3 身体障害者手帳交付台帳登載数の年次推移  

各年度末現在  

対 前 年 度  
平成14年度  15年度   16年度   17年度   18年度  

増減数  増減率（％）   

総  数   4448948  4559965  4672390  4795033  4895410  100377   2．1   

18歳未満   108280  108011  108945  108901  108777  △ 124  △  0．1   

18歳以上   4340668  4451954  4563445  4686132  4786633  100501   2．1   

視覚障害   389508  388326  389304  389099  389603   504   0．1   

聴覚・平衡機能障害   435 997  436017  440394  444381  447022  2641   0．6   

音声・言言吾・ そしやく機能障害   54077   55650   56884   57844   59016  1172   2．0   

肢体不自由   2512260  2560211  2610135  2670928  2720337  49409   1．8   

内部障害   1057106  1119761  1175673  1232781  1279432  46651   3．8   

3 知的障害者福祉関係  

平成18年度未現在の療育手帳交付台帳登載数は727，853人で、前年度に比べ29，092人   

（前年度比4．2％）増加している（表4）。  

表4 療育手帳交付台帳登載数の年次推移  

各年度末現在  

対前 年 度  
平成14年度  15年度  16年度  17年度  18年度  

増減数   増減率（％）   

総  数   614707  640713  668702  698761  727853   29092   4．2   

18歳未満   144361  153456  163688  173438  181602   816444 4．7   

18歳以上   470346  487257  505014  525323  546251   20928   4．0   

4 婦人保護関係  

平成18年度中の婦人相談員及  

び婦人相談所における相談件数   

は253，699件で、前年度に比べ   

4，317件（前年度比1．7％）増加  

している。  

また、「本人自身」からの相談   

の受付件数は196，033件で、前年  

．度に比べ2，525件（同1．3％）増   

加している。（図5）  

図5婦人相談員及び婦人相談所における相談の経路別受付件数  

14  

平成‥年度  
15  16  17  18  

注：「本人以外」とは「福祉事務所」「縁故者・知人」「他の相談機関」等をいう。   



5 老人福祉関係   

（1）老人ホームの施設数・定員  

平成18年度末現在の老人ホーム（有料老人ホームは除く。）の施設数は8，915施設で、   

前年度に比／ヾ361施設（前年度比4．2％）増加している。定員は555，067人で前年度に比べ   

］7，449人（同3．21払）増加しており、「特別養護老人ホーム」が15，325人（同4．0％）、「軽   

費老人ホー→ム（ケアハウス）」が2，454人（同3．6％）増加している。（表5）  

表5老人ホームの施設数・定員の年次推移  

各年度末現荏  

対 前 年 度  
平成14年度  15年度  16年度  17年度  18年度             増減数  増減率（％）   

施設総数   7700   7991   8305   8554   8915   361   4．2   

養護老人ホーム   953   958   961   961   960  △  1  △  0．1   

特別養護老人ホーム   4966   5152   5393   5587   5898   311   5．6   

軽費老人ホーム（A型）   239   239   237   235   232  △  3  △ 1．3   

軽費老人ホーム（B型）   35   35   35   33   32  △  1  △  3．0   

軽費老人ホーム（ケアハウス）   1507   1607   1679   1738   1793   55   3．2   

定員総数   478 251 497 216 520 056 537 618 555 067 17 4499 3．2   

養護老人ホーム   66699  66927  66973  66676  66570  △ 106  △  0．2   

特別養護老人ホーム   336477  351468  371038  386827  402152  15325   4．0   

軽費老人ホーム（A型）   14203  14133   13943   t3783  13613  △ 170  △ 1．2   

軽費老人ホーム（B型）   1663   1651   1651   1551   1497  △  54  △  3．5   

軽費老人ホーム（ケアハウス）  59209  63037  66451   68781   71235   2454   3．6   

（2）老人クラブ数・会員数  

平成18年度末現在の「クラブ   

数」は12∠と，120クラナご、前年度   

に比べて2，125クラブ（前年度比  

1．7％）、「会員数jは7，807，71針人   

で、前年度に比べて227，362人   

（同2．酪）減少している（図6）（1  

図6 老人クラブ数一会員数  
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6 民生委員関係  

平成18年度末現在の民生委員〔児童委員を兼ねる）の数は226，821人で、前年度に比べ   

239人（前年度比0．1％）増加している。内訳は男性が93，921人で前年度に比べ379人（同   

0．4％）減少し、女性は132，900人で前年度に比べ618人（同0．5％）増加している。（表6）  

表6 男女別民生委員数の年次推移  
各年度末現在  

対前年度  
平成14年度  15年度   16年度  17年度   18年度  

増減数  増減率（％）   

総  数   224402  224582  226914  226582  226821   239   0．1   

男   97949   97462   94853   94300   93921   △3了9   △0．4   

女   126 4533 127120  132061   132282  132900   618   0．5  

また、民生委員が平成18年度中に処理した相談・支援件数は7，904，435件で、前年度に  

比べ55，879件（前年度比0．7％）増加している。   

これを分野別にみると「高齢者に関すること」は4，233，952件で、前年度に比べ49，120  

件（同1．1％）減少しているが、「子どもに関すること」は1，579，614件で前年度に比べ182，274  

件（同13．0％）増加している。（表7）  

表7 民生委員の相談・支援件数の年次推移  

対 前 年 度  
平成14年度  15年度  16年度  17年度  18年度             増減数  増減率（％）   

総   8933604  8671567  8114062  7848556  7904435   55879   0．7   

高齢者に関すること  4906776  4798344  4492572  4283072  4233952  △ 49120  △ 1．1   

障害者に関すること  764132  709669  615248  567396  552235  △15161  △ 2．7   

子どもに関すること  1304314  1334057  1299033  1397340  1579614  182274   13．0   

その他   1958382  1829497  1707209  16∝）748  1538634  △ 62114  △ 3．9   

7 社会福祉法人関係  

平成18年度未明在の社会福祉法人数は18，412法人で、前年度に比べ154法人（前年度   

比0．8％）増加している。これを法人の種類別に見ると「社会福祉協議会」は85法人（同   

4．1％）減少しているが、「施設経営法人」は223法人（同1．勃）増加している。（表8）  

表8 社会福祉法人数の年次推移  
各年度末現在  

対 前 年 度  
平成14年度  15年度   16年度   17年度   18年度  

増減数  増減率（％）   

総  数   18150   18613   18630   18 2588 18412   154   0．8   

社会福祉協議会   3381   3308   2824   2077   1992  △  85  △  4．1   

共同募金会   47  47   47   47   47  

社会福祉事業団   151   152   153   147   145  △   2  △  1．4   

施設経営法人   14449   14978   15 4688 15 8522 16 0755 223   1．4   

その他   122   128   138   135   153   18   13．3   

注：2つ以上の都道府県の区域にわたり事業を行っている法人（厚生労働大臣及び地方厚生局長所管分）は含まれていない。   



8 児童福祉関係   

（1）保育所の施設数・定員・在籍人員  

平成19年3月1日現在の保育所数は22，764施設で、前年度に比べ129施設（前年度比   

0．6％）、定員は2，086，756人で前年度に比べ24，566人（同1．2％）増加している。在籍人員   

は2，1（う9，036人で、前年度に比べ16，903人（同0．8％）増加している。  

また、在籍人員は平成12年度以降は定員を上回っている。（図7）  

図7保育所の施設数・定員・在籍人員  

各年度3月1日現在   施設  

22．764  l l定員  
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平成 年度  

図8 児童相談所における相談の種類別対応件数  

平成18年度  
その他の相談  

保健相談 25．483件  
41こ；13件 （67？も）  

（2）児童相談所における相談の種類  

平成18年度中に児童相談所が   

対応した相談件数は381，757件で   

ある〈〕これを相談の種頬別にみる   

と、「障害相談」が194，871件（相   

談件数の51．0％）と最も多く、次   

いで「養護相談」が78，863件（同   

20．7％）、「育成相談」が61，061件  

司16．0％）となっている。（図8、   

表9）  

表9児童相談所における相談の種類別対応件数の年次推移  

平成14年度  15年度   16年度   17年度   
対 前 年 度  

18年度  
増減数  増減率（9も）   

398025   341629   351838   349 911   381757  31846   9．1  

223 937   1L59017   158598   162 982   194871  31889   19．6  

63 886   66 301   74435   75 668   78863   3195   4．2  

63 584   65478   65 356   61304   61061  △  243  △ 0．4  

15 670   16508   18084   17571   17166  △  405  △ 2．3  

7 358   6 964   5474   4430   4313  △ 117  △ 2．6  

互                                                                                        炎  23 590   27 361   29∈191   27956   25483  △ 2473  △ 8．8   

総   数   

障害相談   

養護相談   

育成相談   

非行相談   

保健相談   

その他の相  
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（3）児童相談所における児童虐待相談の対応件数  

平成18年度中に児童相談所が対応した養護相談のうち「児童虐待相談の対応件数」は   

37，323件で、前年度に比べ2，851件（前年度比8．3％）増加している。これを相談種別にみ   

ると、「身体的虐待」が15，364件と最も多く、次いで「保護の怠慢・拒否（ネグレクト）」   

が14，365件となっている。（図9）  

また、主な虐待者別にみると「実母」が62．8％と最も多く、次いで「実父」22．0％とな   

っている（図10）。  

さらに、被虐待者の年齢別にみると「小学生」が14，467件、「3歳～学齢前」が9，334   

件、「0～3歳未満」が6，魂9件となっている（表10）。  

図9 児童虐待の相談種別対応件数   図10児童虐待相談の主な虐待者別構成割合  

実母以外の母親  

平成14年度  

D％  20％  40％  6D％  80％  100％  
14  15  16  17  18   

平成・・年度  

表10被虐待者の年齢別対応件数の年次推移  

対 前 年 度  
平成14年度  15年度   16年度   17年度   

18年度             増減数  増減率（％）   

総 数   23738   26 569   33408   34472   37323   2851   8．3   

0～3歳未満   4940   5 346   6479   6361   6449   88   1．4   

3歳～学齢前   6928   7238   8776   8781   9334   553   6．3   

小学生   83aO   9708   12483   13024   14467   1443   11．1   

中学生   2495   3116   4187   4620   5201   581   12．6   

高校生・その他   995   1161   1483   1686   1872   186   11．0   

9 戦傷病者特別援護関係  

平成18年度末現在の戦傷病者手帳交付台帳登載数は43，005人で、前年度に比べ3，951   

人（前年度比8．4％）減少している（表11）。  

表11戟傷病者手帳交付台帳登載数の年次推移  
各年度末現在  

対 前 年 度  
平成14年度  15年度   16年度   17年度   18年度  

増減数  増減率（％）   

総   数   61570   56610   51692   46956   43005  △ 3951  △  8．4   

鱒   



用語の定義  

1 生活保護関係  

（1）被保護世帯数・被保護実人員（1か月平均）  

各月中に1r」（回）でも生活保護を受けた世帯数・実人員及び月の初日から末日ま  

で引き続いて保護が停止されていた世帯数・実人員の合計を各年度について1か月平  

均としたもの  

（2）世帯類型別被保護世帯数（1か月平均）  

各月における被保護世帯（保護停【l二中の世桁を除く）を下記の世帯類型別に区分し  

たものを各年度について1かfいド均としたもの   

ア ■舘鈴音世帯  

平成16年度王では、男65歳以上、女60歳以l二の者のみで構成されている世帯も  

しノくは、二れらに18歳末潮位）首が加わった「L！二帯  

平成17年度からは、男女ともに65歳以L二の者のみで構成されているt牡僻もしく  

は、ニれらに18歳末満げ）者▲が加わった世帯   

イ ほ子世帯  

平成16牢度までは、現に配偶者がいない（死別、離別、生死不明及び未婚等によ  

るし）川歳から60歳末沼iのkF一と用歳和苗のそ♂）子（養子を含むし、）のみで構成さ  

れている世帯  

平成17年度からは、現に配偶者がいない（死別、離別、生死不明及び未婚等によ  

る。）55歳末満の女子と18歳末満のその十（養子を含む。）のみで構成されている世  

l上ト ノ汗r   

ウ 障害者世帯・傷病者世帯  

世持主が障害者加算を受けているか、障害、知的障害等の心身上の障害のため働  

けない者である世帯並びに世借上が入院（介護老人保健施設入所を含む。）している  

か、在宅患者加算を受けている世帯若しくは世帯主が傷病のため働けない者である  

世帯   

エ その他の世帯  

L二記アからりのいずれにも該当しない世帯  

（3）保護率  

保護率（人目千対）は「被保護実人員（1か月平均）」÷「各年10月1日現在総  

務省推計人「1（総人［り」×1000で算Hしている。  

なお、平成17年度については「平成17年10月1「1現在国勢調査確定人「］（総  

人lり】で算目している（）  

10   



2 身体障害者福祉関係  

身体障害者手帳交付台帳登載数  

身体に障害のある者（児）の申請に基づき、都道府県知事、指定都市及び中核市の  

市長が交付する手帳について、各都道府県等に備え付けられている台帳に記載されて  

いる各年度末現在の数  

3 知的障害者福祉関係  

療育手帳交付台帳登載数  

知的障害者（児）の申請に基づき、都道府県知事及び指定都市市長が交付する手帳に  

ついて、各都道府県等に備え付けられている台帳に記載されている各年度末現在の数  

4 婦人保護関係  

婦人相談所・婦人相談員  

要保護女子に関する各般の問題、家庭関係の破綻、生活の困窮等に関する相談に応  

じ、必要な指導等を行うため、売春防止法及び配偶者からの暴力の防止及び被害者の   

保護に関する法律に基づき、都道府県に設置される相談所及び都道府県知事または市  

長が委嘱する相談員  

5 老人福祉関係  

（1）養護老人ホーム  

65歳以上の者であって、身体上若しくは精神上又は環境上の理由及び経済上の理由  

により、居宅において養護を受けることが困難なものを入所させ、養護する施設  

（2）特別養護老人ホーム  

65歳以上の者であって、身体上又は精神上著しい障害があるために常時の介護を必  

要とし、かつ居宅においてこれを受けることが困難なものを入所させ、養護する施設  

（3）軽費老人ホーム（A型、B型、ケアハウス）  

無料又は低額な料金で老人を入所させ、食事の提供その他日常生活上必要な便宜を  

供与する施設であって、A型は身寄りがない者、家族との同居が困難な者を、B型は  

自炊のできる程度の健康状態にある者を、ケアハウスは身体機能の低下等が認められ、  

または高齢等のため独立して生活するには不安が認められる者であって、家族による  

援助を受けることが困莫拒なものを入所させる施設  

（4）老人クラブ  

老人福祉法及び「老人クラブ活動等事業の実施について」（平成13年10月1日老発  

第390号老健局長通知）に基づき、老人の心身の健康の保持増進に資するための事業  

を行う団体  
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6 民生委員関係  

民生委員（児童委員）  

生活困窮者、老人、児童、障害者等で援護を要する者の相談に応じ、援助を行うた  

め、民生委員法に基づき厚生労働大臣が委嘱した者  

なお、児童福祉法により、民生委員は児童委員を兼ねる  

7 社会福祉法人関係  

（1）社会福祉法人  

社会福祉事業を行うことを目的として、社会福祉法に基づき設立された法人  

なお、福祉行政報告例では、都道府県知事、指定都市市長及び中核市市長が所轄庁  

である法人についてのみ報告されるため、2つ以上の都道府県の区域にわたり事業を  

行っている法人（厚生労働大臣及び地方厚生局長所管分）は含まれていない  

（2）社会福祉協議会  

地域福祉の推進を図ることを目的として社会福祉法に基づき設立された団体で  

あって、社会福祉法人として認可されているもの  

（3）共同募金会  

社会福祉法に基づき、共同募金を行うことを目的として設立された社会福祉法人  

（4）社会福祉事業団  

「社会福祉事業団等の設立及び運営の基準について」（昭和46年7月16日社庶第121  

号社会・児童家庭局長連名通知）に基づき、地方公共団体が設置した社会福祉施設の  

受託経営を主たる事業目的として、社会福祉法人として設立された団体  

（5）施設経営法人  

社会福祉法に規定する施設を経営する社会福祉法人  

8 児童福祉関係  

（1）保育所  

児童福祉法により都道府県知事、指定都市及び中核市の市長の認可を受けた保育所  

（2）児童相談所  

児竜の福祉に関する相談、調査、判定、指導等を行うため、児童福祉法により都道  

府県・指定都市に設置された相談所  

（3）児童相談所における相談の種類  

ア 養護相談  

父又は母等保護者の家出・失足宗、死亡、離婚、入院、稼働及び服役等による養育  

困難児、棄児、迷子、被虐待児、被放任児、親権を喪失した親の子、後見人を持た  

ぬ児童等環境的問題を有する児童、養子縁組に関する相談  
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イ 保健相談   

未熟児、虚弱児、ツベルクリン反応陽転児、内部機能障害、小児喘息等を有する   

児童に関する相談  

り 障害相談   

肢体不自由児、運動発達の遅れに関する相談、盲、ろう等視聴覚障害児に関する   

相談、構音障害、吃音、失語等音声や言語の機能障害をもつ児童、言語発達遅滞、   

注意欠陥多動性障害等発達障害を有する児童等に関する相談、重症心身障害児（者）   

に関する相談、知的障害児に関する相談、自閉症若しくは自閉症同様の症状を呈す   

る児童に関する相談  

工 非行相談  

虚言癖、浪費癖、家出、浮浪、乱暴、性的逸脱等のぐ犯行為、問題行動のある   

児童、警察署からぐ犯少年として通告のあった児童、触法行為のあったとされる   

児童、犯罪少年に関して家庭裁判所から送致のあった児童に関する相談  

オ 育成相談  

児童の人格の発達上問題となる反抗、生活習慣の著しい逸脱等性格もしくは行   

動上の問題を有する児童に関する相談、学校及び幼稚園並びに保育所に在籍中で   

登校（園）していない状態にある児童に関する相談、進学適性、職業適性、学業   

不振等に関する相談、家庭内における幼児のしつけ、児童の性教育、遊び等に関   

する相談  

カ その他の相談  

上記アからオのいずれにも該当しない相談  

9 戦傷病者特別援護関係  

戦傷病者手帳交付台帳登載数  

旧軍人軍属であった者で公務上の傷病のあるものの申請に基づき、都道府県知事が  

交付する手帳について、各都道府県に備え付けられている戦傷病者カードに記載され  

ている各年度末現在の数  
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